
普　　　　　　　　通　　　　　　　　会　　　　　　　　計

平成 16 年度
県   名 徳  島  県 市町村名 小  松  島  市 種地区分 甲 － ２

歳                         入 性　　　　　質　　　　　別　　　　　歳　　　　　出

区 分 決 算 額 構成比
経常一般
財    源

構成比
区      分 決 算 額 構成比 税    等

経常一般
財    源

経常収支
比    率

類   型 Ⅰ － ３ 産      業      構      造 地 方 税 4,191,447 29.70 4,191,447 51.58

人    口 （人） 面 積(ｋ㎡) 人口集中地区人口 人口密度 区  分 第一次 第二次 第三次 地 方 譲 与 税 223,727 1.58 223,727 2.75 人 件 費 4,471,203 31.87 3,978,629 3,641,451 41.5

国
　
調

平成 7年 43,349 44.77 20,444 968 就
業
人
口

7  年 2,073 6,160 12,761 利子割交付金 48,550 0.34 48,550 0.60 う ち 職 員 給 2,704,667 19.28 2,609,296 2,609,296 29.7

平成12年 43,078 44.89 19,863 960 国 調 9.9% 29.3% 60.8% 配当割交付金 7,081 0.05 7,081 0.09 扶 助 費 2,113,488 15.07 616,163 616,141 7.0

増 加 率 △0.63% 昭和35年以降の合併状況 なし 12 年 1,748 5,573 12,758 株式等譲渡所得割交付金 8,170 0.06 8,170 0.10 公 債 費 2,273,227 16.21 2,060,051 2,059,527 23.4

住民基本台帳人口 平成17年3月31日 42,916人 平成16年3月31日 43,307人 国 調 8.7% 27.8% 63.5% 地方消費税交付金 408,634 2.90 408,634 5.03 元 利 償 還 金 2,272,106 16.20 2,058,930 2,058,406 23.4

区          分 平成15年度 平成16年度 区        分 指 数 等 指定団体等の状況 軽油,自動車取得税交付金 51,052 0.36 51,052 0.63 一時借入金利子 1,121 0.01 1,121 1,121

1 歳 入 総 額 (A) 14,670,945 14,112,909 基準財政需要額 6,847,273
地方特例交付金 128,126 0.91 128,126 1.57 小    計 8,857,918 63.15 6,654,843 6,317,119 71.9

地 方 交 付 税 3,745,528 26.54 3,014,507 37.10 物 件 費 1,826,343 13.02 1,406,287 1,050,809 12.0

2 歳 出 総 額 (B) 14,610,382 14,027,849 基準財政収入額 3,832,766
 新産都市、広域市町村圏 普 通 交 付 税 3,014,507 21.36 3,014,507 37.10 維 持 補 修 費 40,455 0.29 36,403 33,375 0.4

　昭和46年指定 特 別 交 付 税 731,021 5.18 　 　 補 助 費 等 1,035,028 7.38 740,275 632,144 7.2

3 歳入歳出差引額(A)-(B) (C) 60,563 85,060 標 準 財 政 規 模 8,069,147
小    計 8,812,315 62.44 8,081,294 99.45 繰 出 金 953,901 6.80 809,447 705,390 8.0

交通安全対策特別交付金 9,572 0.07 9,572 0.12 投資・出資・貸付金 23,660 0.16 300 合　　　計

4
翌 年 度 へ 繰 り 越
す べ き 財 源 (D)

51,104 205,817 財 政 力 指 数 0.569
 東部地方拠点都市地域 分担金・負担金 122,996 0.87 積 立 金 3,510 0.03 8,738,837 99.5

　平成5年指定 使 用 料 312,936 2.22 7,700 0.09 前年度繰上充用金

5 実 質 収 支 (C)-(D) (E) 9,459 △120,757 実 質 収 支 比 率 △1.5
手 数 料 45,405 0.32 投 資 的 経 費 1,287,034 9.17 258,705  経常収支比率

国 庫 支 出 金 1,748,949 12.39 う ち 人 件 費 29,988 0.21 22,264 99.5 ％

6 単 年 度 収 支 (F) △35,485 △130,216 公 債 費 比 率 21.1
事務の共同処理の状況 国有提供施設等所在市助成交付金 23,189 0.16 23,189 0.29 普通建設事業費 1,287,034 9.17 258,705  減税補填債等を除いた

  し尿処理関係 県 支 出 金 799,944 5.67 補 助 434,587 3.10 42,826  場合の経常収支比率

7 積 立 金 (G) 326 111 積 立 金 現 在 高 853
財 産 収 入 11,801 0.08 3,847 0.05 単 独 644,076 4.59 191,588 107.5 ％

寄 付 金 785 0.01 県営事業負担金 189,239 1.35 8,339  経常一般財源総額

8 繰 上 償 還 金 (H) 3,744 524 地 方 債 現 在 高 21,540,095
繰 入 金 321,176 2.28 同級他団体施行事業負担金 15,952 0.11 15,952 8,738,837 千円
繰 越 金 60,563 0.43 受 託 事 業 費 3,180 0.02  税等総額

9 積 立 金 取 崩 額 (I) 477,000 200,000 収益事業収入額 120,000
諸 収 入 308,098 2.18 353 0.00 災 害 復 旧 費 9,906,260 千円

地 方 債 1,535,180 10.88 失業対策事業費  起債制限比率

10
実 質 単 年 度 収 支
(F)+(G)+(H)-(I) (J)

△508,415 △329,581 債務負担行為額 510,000
減税補填,臨財債 657,200 4.66 14.2 ％

合    計 14,112,909 100.00 8,125,955 100.00 合    計 14,027,849 100.00 9,906,260

一    般    職    員    等 特      別      職      等 区      分 決 算 額 構成比 増 減 率
基準税額
*100/75

超過課税分収入額 区      分 決 算 額 構 成 比 一般財源等

区      分 職 員 数
平成17年 4月
給料支給総額

一 人 当
支給月額

区 分 改定実施年月日 一人当り平均給料月額
市 町 村 民 税 1,458,975 34.81 95.9 1,439,185 44,907 議 会 費 200,728 1.43 200,727

個 人 分 1,187,587 28.33 96.3 1,186,763 総 務 費 2,116,652 15.09 1,637,645

一 般 職 員 367 121,963 332,324
市 長 平成12年4月1日 880,000

法 人 分 271,388 6.48 94.5 252,423 44,907 民 生 費 4,685,553 33.40 2,565,068

うち技能労務職 73 22,399 306,836  娯楽施設利用税 衛 生 費 1,413,161 10.07 1,222,188

教 育公務員 27 10,209 378,111
助 役 平成12年4月1日 703,000

 固 定 資 産 税 2,394,020 57.12 101.2 2,354,219 労 働 費 18,519 0.13 10,073

消 防 職 員 36 11,508 319,667  軽 自 動 車 税 90,525 2.16 103.7 78,583 16,503 農 林 水 産 費 459,083 3.27 168,791

合　　　　計 430 143,680 334,140
収 入 役 平成12年4月1日 661,000

 市 た ば こ 税 247,752 5.91 102.6 242,984 商 工 費 77,337 0.55 62,976

公
　
営
　
事
　
業
　
の
　
状
　
況

事業名 法適の有無 収支額 普通会計からの繰入 職員数

 電 気 税 土 木 費 1,261,850 9.00 567,467

教 育 長 平成12年4月1日 661,000
 特別土地保有税 175 0.00 皆増 消 防 費 355,455 2.53 325,869

 法定外普通税 教 育 費 1,107,699 7.90 1,026,820

自 動車事業 有 47,682 58,585 21 議 会 議 長 平成12年4月1日 472,000
 目 的 税 公 債 費 2,273,227 16.21 2,060,051

入 湯 税 諸 支 出 金 58,585 0.42 58,585

水 道 事 業 有 △12,660 18 議会副議長 平成12年4月1日 417,000
都 市 計 画 税 前年度繰上充用金

水 利 地 益 税 特別区調整納付金

国民健康保険
事 業

無 212,775 260,510 7 議 会 議 員 平成12年4月1日 391,000
共 同 施 設 税

宅 地 開 発 税 合     計 14,027,849 100.00 9,906,260

老人保健医療
事 業

無 △528,084 100,000 5 国
保
会
計
の
状
況

収 支 額 (千円) 212,775 合    計 4,191,447 100.00 99.5 4,114,971 61,410

普 通 会 計 か ら の 繰 入 額 (千円) 260,510 適 用 税 率 の 状 況 区       分 現年課税分 滞納繰越分 合   計

介護保険事業 無 127,663 500,587 8
加 入 世 帯 数 (世帯) 7,428

市町村民税 個 人 分

均等割 3,000 円 法 人 分 法人税割 14.7/100 市町村民税 97.7% 20.1% 92.0%
被 保 険 者 数 (人) 14,362

競 輪 事 業
特 別 会 計

無 8,232 12
一 世 帯 当 り 保 険 税 調 定 額 (円) 193,780

所得割
標準税率に
対する比率

均等割 60,000円～3,600,000円 固定資産税 95.6% 21.1% 84.4%
被保険者一人当り保険税調定額 (円) 100,223

公 共下水道
事 業

無 92,804 5
被 保 険 者 一 人 当 り 費 用 (円) 347,665

1.0 固定資産税 1.40/100 合      計 96.4% 20.9% 87.1%


	H16普通会計

